
（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） (負債の部)
流動資産 70,056 流動負債 16,351

現金及び預金 17,431 未払金 10,050
売掛金 44,021 未払費用 3,787
棚卸資産 8,391 未払法人税等 206
前払費用 210 未払消費税等 1,864

預り金 443

固定資産 245,206 固定負債 210,000
 有形固定資産 243,885 長期借入金 210,000

建物 184,089
機械及び装置 59,576
工具、器具及び備品 142
その他有形固定資産 77

 無形固定資産 1,280 負債合計 226,352
借地権 1,280

(純資産の部)
 投資その他の資産 40 株主資本 88,910

保証金 35  資本金 20,000
 長期前払費用 5  資本剰余金 0

 利益剰余金 68,910
 繰延資産 0 その他利益剰余金 68,910

繰越利益剰余金 68,910

評価・換算差額等 0

新株予約権 0

純資産合計 88,910

資産合計 315,262 負債及び純資産合計 315,262

※当期純損失（単位：千円）：26,466

2023年9月期　貸借対照表 
（2023年9月30日現在）



個別注記表（2022 年 10 月 1 日～2023 年 9 月 30 日）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記                                                                                                
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1)商品又は製品 売価還元法による原価法を採用しております。

(2)半製品 売価還元法による原価法を採用しております。

(3)仕掛品 売価還元法による原価法を採用しております。

(4)原材料 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

(5)その他 最終仕入原価法による原価法を採用しております。                        
２．固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産

    法人税法の規定に基づく定率法又は旧定率法を採用しております。

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（附属設備を除く）については法

人税法の規定に基づく旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法を採用しております。なお、取得価額 10 万円以上 20 万円未

満の資産については、法人税法の規定に基づく 3 年均等償却を採用しております。

(2)無形固定資産

    法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

  (3)リース資産

法人税法の規定に基づくリース期間定額法を採用しております。

３．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。                                                

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計 74, 284, 850  円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数 200  株                                 
２．事業年度中の剰余金配当 無配のため、記載事項はありません。

３．事業年度末期の剰余金配当 無配のため、記載事項はありません。

Ⅳ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産は、444,553.06 円です。                               
２．一株当たり剛毅純損失は、132,330.84 円です。

以上


